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告　　　　　示

○特定農業用ため池の指定の解除…………………（農村整備課）２
○宮崎県工事請負契約約款の一部を改正する告示……（管理課）２
○道路の供用の開始…………………………………（道路保全課）５
○自動車専用道路の指定……………………………（　　〃　　）５
　　　教育委員会規則
○県教育委員会の所管する職員の勤務時間等に関
　する規則等の一部を改正する規則…………………………………６
　　　収用委員会告示
○宮崎県収用委員会が保有する個人情報の保護等
　に関する規程の一部を改正する規程………………………………７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　告　　　示
○生活保護法に基づく医療機関の指定……………（福祉保健課）１
○生活保護法に基づく指定医療機関の休止の届出…（　　〃　　）１
○生活保護法に基づく指定介護機関（居宅介護事
　業所）の所在地の変更……………………………（　　〃　　）１
○保安林の指定………………………………………（自然環境課）１
○保安林の指定施業要件の変更（２件）…………（　　〃　　）２
○林業用種苗生産事業者の登録……………………（森林経営課）２

宮崎県告示第 216号　　
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第49条（中国残留邦人等の
円滑な帰国の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶
者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項
においてその例によるものとされた場合を含む。）の規定により、
医療扶助及び医療支援給付のための医療を担当させる機関を次のと
おり指定した。
　　令和５年３月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

名　　称 所　　在　　地 指定年月日

訪問看護ステ－シ
ョンおうち生活応
援団都城事業所

都城市中原町１街区10
号２Ｆ

令和５年３月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 217号
　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第50条の２（第55条第２項
において準用する同法第50条の２）（中国残留邦人等の円滑な帰国
の促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の
支援に関する法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてそ
の例によるものとされた場合を含む。）の規定により、指定医療機
関から次のとおり休止した旨の届出があった。

名　　称 所　　在　　地 休止年月日

医療法人友光会　
整形外科フレンド
クリニック

小林市細野 134番地15 令和５年２月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 218号

　生活保護法（昭和25年法律第 144号）第54条の２第５項において
準用する同法第50条の２（中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並び
に永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関す
る法律（平成６年法律第30号）第14条第４項においてその例による
ものとされた場合を含む。）の規定により、指定介護機関（居宅介
護事業所）から次のとおり変更した旨の届出があった。
　　令和５年３月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　届出をした指定介護機関（居宅介護事業所）

居宅介護支援事業者 居宅介護支援事業所

名　称 主たる事務所の所
在地 名　称 所　在　地

西日本総
合福祉株
式会社

都城市上川東２丁
目４号13番地

デイサ－
ビスセン
タ－元気
の里

都城市上川東２丁
目４号13番地

居宅介護支援事業所の所在地 変　更
年月日変　更　前 変　更　後

都城市下川東４丁目3220
番地３

都城市上川東２丁目４号
13番地

令和５年
３月１日

２　届出事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 219号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により
、次のとおり保安林の指定をする。
　　令和５年３月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　保安林の所在場所　東臼杵郡諸塚村大字七ツ山字猿渡2973－１
　、2973－７、字笹ノ下リ2978－１
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２　指定の目的　水源の涵
かん

養
３　指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　次の森林については、主伐は択伐による。
　　　　字猿渡2973－７・字笹ノ下リ2978－１（以上２筆について
　　　次の図に示す部分に限る。）
　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
　　ウ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　次のとおりとする。
　　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関
　係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び宮崎県東臼杵農林振興
　局並びに諸塚村役場に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 220号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第33条の２の規定により、次の
とおり保安林の指定施業要件を変更する。
　　令和５年３月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所　東臼杵郡諸塚村
　大字家代字川ノ口 327－２（次の図に示す部分に限る。）
２　保安林として指定された目的　水源の涵

かん

養
３　変更後の指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所
　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種
　　　次のとおりとする。
　　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関
　係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び宮崎県東臼杵農林振興
　局並びに諸塚村役場に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 221号
　森林法（昭和26年法律第 249号）第33条の２の規定により、次の
とおり保安林の指定施業要件を変更する。
　　令和５年３月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所　東臼杵郡諸塚村
　大字七ツ山字猿渡2973－７・字笹ノ下リ2978－１（以上２筆につ
　いて次の図に示す部分に限る。）
２　保安林として指定された目的　土砂の流出の防備
３　変更後の指定施業要件
　⑴　立木の伐採の方法
　　ア　主伐は、択伐による。
　　イ　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

　　　在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢
　　　以上のものとする。
　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度
　　　次のとおりとする。
　　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関
　係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び宮崎県東臼杵農林振興
　局並びに諸塚村役場に備え置いて縦覧に供する。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 222号
　林業種苗法（昭和45年法律第89号）第10条第３項の規定により、
次のとおり林業用種苗生産事業者の登録をした。
　　令和５年３月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

登録

番号

生産事業者の氏名

又は名称及び住所

生産事業の内容 事務所の名称

及び所在地　種穂 苗　木

1406 甲斐　浩一
宮崎県西臼杵郡日
之影町大字岩井川
3176番地

採取
精選

幼苗の育
成

甲斐　浩一
宮崎県西臼杵郡日
之影町大字岩井川
3176番地

1407 甲斐　勲
宮崎県日向市亀崎
東３丁目39番地

採取
精選

幼苗の育
成

甲斐　勲
宮崎県日向市亀崎
東３丁目39番地

1408 山澤　政治
宮崎県東臼杵郡美
郷町西郷田代 125
68番地

採取
精選

幼苗の育
成
幼苗以外
の苗木の
育成

山澤　政治
宮崎県東臼杵郡美
郷町西郷田代 125
68番地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 223号
　農業用ため池の管理及び保全に関する法律（平成31年法律第17号
）第７条第１項の規定により指定した特定農業用ため池の指定を次
のとおり解除した。
　　令和５年３月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
１　解除年月日
　　令和５年３月８日
２　特定農業用ため池の名称及び所在地

氏　　名 所　在　地

宮越池 日南市南郷町大字中村字宮越5491

庄手２号 西都市大字三宅字原口二3907

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　宮崎県工事請負契約約款の一部を改正する告示をここに公表する。
　　令和５年３月23日
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県告示第 224号
　　　宮崎県工事請負契約約款の一部を改正する告示
　宮崎県工事請負契約約款（平成８年宮崎県告示第 515号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（契約の保証）
第４条　［略］

２　前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（第
　５項において「保証の額」という。）は、請負代金額の10分の１
　以上としなければならない。
３～５　［略］
　（不可抗力による損害）
第29条　工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定め
　たものにあっては、当該基準を超えるものに限る。）で発注者と
　受注者のいずれの責めにも帰することができないもの（以下「不
　可抗力」という。）により、工事目的物、仮設物又は工事現場に
　搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具に損害が生じたときは
　、受注者は、その事実の発生後直ちにその状況を発注者に通知し
　なければならない。
２・３　［略］
４　発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担
　の請求があったときは、当該損害の額（工事目的物、仮設物又は
　工事現場に搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具であって第
　13条第２項、第14条第１項若しくは第２項又は第37条第３項の規
　定による検査、立会いその他受注者の工事に関する記録等により
　確認することができるものに係る額に限る。）及び当該損害の取
　片付けに要する費用の額の合計額（第６項において「損害合計額
　」という。）のうち請負代金額の 100分の１を超える額を負担し
　なければならない。

５　［略］
６　数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合におけ
　る第２次以降の不可抗力による損害合計額の負担については、第
　４項中「当該損害の額」とあるのは「損害の額の累計」と、「当
　該損害の取片付けに要する費用の額」とあるのは「損害の取片付
　けに要する費用の額の累計」と、「請負代金額の 100分の１を超
　える額」とあるのは「請負代金額の 100分の１を超える額から既
　に負担した額を差し引いた額」として同項を適用する。

　（前金払及び中間前金払）

　（契約の保証）
第４条　［略］
２　受注者は、前項の規定による保険証券の寄託に代えて、電子情
　報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方
　法（以下「電磁的方法」という。）であって、当該履行保証保険
　契約の相手方が定め、発注者が認めた措置を講ずることができる
　。この場合において、受注者は、当該保険証券を寄託したものと
　みなす。
３　第１項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（
　第６項において「保証の額」という。）は、請負代金額の10分の
　１以上としなければならない。
４～６　［略］
　（不可抗力による損害）
第29条　工事目的物の引渡し前に、天災等（設計図書で基準を定め
　たものにあっては、当該基準を超えるものに限る。）で発注者と
　受注者のいずれの責めにも帰することができないもの（以下「不
　可抗力」という。）により、工事目的物、仮設物又は工事現場に
　搬入済みの工事材料若しくは建設機械器具（以下「工事目的物等
　」という。）に損害が生じたときは、受注者は、その事実の発生
　後直ちにその状況を発注者に通知しなければならない。
２・３　［略］
４　発注者は、前項の規定により受注者から損害による費用の負担
　の請求があったときは、当該損害の額（工事目的物等であって第
　13条第２項、第14条第１項若しくは第２項又は第37条第３項の規
　定による検査、立会いその他受注者の工事に関する記録等により
　確認することができるものに係る損害の額に限る。）及び当該損
　害の取片付けに要する費用の額の合計額（以下「損害合計額」と
　いう。）のうち請負代金額の 100分の１を超える額を負担しなけ
　ればならない。ただし、災害応急対策又は災害復旧に関する工事
　における損害については、発注者が損害合計額を負担するものと
　する。
５　［略］
６　数次にわたる不可抗力により損害合計額が累積した場合におけ
　る第２次以降の不可抗力による損害合計額の負担については、第
　４項中「当該損害の額」とあるのは「損害の額の累計」と、「当
　該損害の取片付けに要する費用の額」とあるのは「損害の取片付
　けに要する費用の額の累計」と、「請負代金額の 100分の１を超
　える額」とあるのは「請負代金額の 100分の１を超える額から既
　に負担した額を差し引いた額」と、「損害合計額を」とあるのは
　「損害合計額から既に負担した額を差し引いた額を」として同項
　を適用する。
　（前金払及び中間前金払）

第34条　［略］

２　発注者は、前項の規定による請求があったときは、請求を受け

第34条　［略］
２　受注者は、前項の規定による保証証書の寄託に代えて、電磁的
　方法であって、当該保証契約の相手方たる保証事業会社が定め、
　発注者が認めた措置を講ずることができる。この場合において、
　受注者は、当該保証証書を寄託したものとみなす。
３　発注者は、第１項の規定による請求があったときは、請求を受
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　た日から14日以内に前払金を支払わなければならない。
３　受注者は、第１項の規定により前払金の支払を受けた後、当該
　前払金に追加して支払を受ける前払金（以下「中間前払金」とい
　う。）に関し、保証事業会社と契約書記載の工事完成の時期を保
　証期限とする保証契約を締結し、その保証証書を発注者に寄託し
　て、請負代金額の10分の２以内の中間前払金の支払を発注者に請
　求することができる。この場合においては、前項の規定を準用す
　る。
４　［略］
５　受注者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、そ
　の増額後の請負代金額の10分の４（第３項の規定により中間前払
　金の支払を受けているときは、10分の６）から受領済みの前払金
　額（中間前払金の支払を受けているときは、中間前払金額を含む
　。次項及び次条において同じ。）を差し引いた額に相当する額の
　範囲内で前払金（中間前払金の支払を受けているときは、中間前
　払金を含む。以下この条から第36条まで、第40条、第41条及び第
　52条において同じ。）の支払を請求することができる。この場合
　においては、第２項の規定を準用する。
６　受注者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領
　済みの前払金額が減額後の請負代金額の10分の５（第３項の規定
　により中間前払金の支払を受けているときは、10分の６）を超え
　るときは、受注者は、請負代金額が減額された日から30日以内に
　その超過額を返還しなければならない。
７　［略］
８　発注者は、受注者が第６項に規定する期間内に超過額を返還し
　なかったときは、その未返還額につき、同項に規定する期間を経
　過した日から返還をする日までの期間について、その日数に応じ
　、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和24年法律第 256
　号）第８条第１項本文に規定する財務大臣が決定する率の割合（
　この場合における年当たりの割合は、閏

じゅん

年の日を含む期間につい
　ても、 365日当たりの割合とする。以下「財務大臣決定割合」と
　いう。）で計算した額の遅延利息の支払を請求することができる
　。
　（保証契約の変更）
第35条　受注者は、前条第５項の規定により受領済みの前払金に追
　加してさらに前払金の支払を請求する場合には、あらかじめ、保
　証契約を変更し、変更後の保証証書を発注者に寄託しなければな
　らない。
２　［略］

　けた日から14日以内に前払金を支払わなければならない。
４　受注者は、第１項の規定により前払金の支払を受けた後、当該
　前払金に追加して支払を受ける前払金（以下「中間前払金」とい
　う。）に関し、保証事業会社と契約書記載の工事完成の時期を保
　証期限とする保証契約を締結し、その保証証書を発注者に寄託し
　て、請負代金額の10分の２以内の中間前払金の支払を発注者に請
　求することができる。この場合においては、前２項の規定を準用
　する。
５　［略］
６　受注者は、請負代金額が著しく増額された場合においては、そ
　の増額後の請負代金額の10分の４（第４項の規定により中間前払
　金の支払を受けているときは、10分の６）から受領済みの前払金
　額（中間前払金の支払を受けているときは、中間前払金額を含む
　。次項及び次条において同じ。）を差し引いた額に相当する額の
　範囲内で前払金（中間前払金の支払を受けているときは、中間前
　払金を含む。以下この条から第36条まで、第40条、第41条及び第
　52条において同じ。）の支払を請求することができる。この場合
　においては、第３項の規定を準用する。
７　受注者は、請負代金額が著しく減額された場合において、受領
　済みの前払金額が減額後の請負代金額の10分の５（第４項の規定
　により中間前払金の支払を受けているときは、10分の６）を超え
　るときは、受注者は、請負代金額が減額された日から30日以内に
　その超過額を返還しなければならない。
８　［略］
９　発注者は、受注者が第７項に規定する期間内に超過額を返還し
　なかったときは、その未返還額につき、同項に規定する期間を経
　過した日から返還をする日までの期間について、その日数に応じ
　、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和24年法律第 256
　号）第８条第１項本文に規定する財務大臣が決定する率の割合（
　この場合における年当たりの割合は、閏

じゅん

年の日を含む期間につい
　ても、 365日当たりの割合とする。以下「財務大臣決定割合」と
　いう。）で計算した額の遅延利息の支払を請求することができる
　。
　（保証契約の変更）
第35条　受注者は、前条第６項の規定により受領済みの前払金に追
　加してさらに前払金の支払を請求する場合には、あらかじめ、保
　証契約を変更し、変更後の保証証書を発注者に寄託しなければな
　らない。
２　［略］
３　受注者は、第１項又は第２項の規定による保証証書の寄託に代
　えて、電磁的方法であって、当該保証契約の相手方たる保証事業
　会社が定め、発注者が認めた措置を講ずることができる。この場

３　［略］
　（債務負担行為に係る契約の前金払の特則）
第40条　［略］
２　前項の場合において、契約会計年度について前払金を支払わな
　い旨が設計図書に定められているときには、同項の規定により準
　用される第34条第１項及び第３項の規定にかかわらず、受注者は
　、契約会計年度について前払金の支払を請求することができない
　。
３　［略］
４　第１項の場合において、前会計年度末における請負代金相当額
　が前会計年度までの出来高予定額に達しないときには、同項の規

　合において、受注者は、当該保証証書を寄託したものとみなす。
４　［略］
　（債務負担行為に係る契約の前金払の特則）
第40条　［略］
２　前項の場合において、契約会計年度について前払金を支払わな
　い旨が設計図書に定められているときには、同項の規定により準
　用される第34条第１項及び第４項の規定にかかわらず、受注者は
　、契約会計年度について前払金の支払を請求することができない
　。
３　［略］
４　第１項の場合において、前会計年度末における請負代金相当額
　が前会計年度までの出来高予定額に達しないときには、同項の規
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　定により準用される第34条第１項及び第３項の規定にかかわらず
　、受注者は、請負代金相当額が前会計年度までの出来高予定額に
　達するまで当該会計年度の前払金の支払を請求することができな
　い。
５　第１項の場合において、前会計年度末における請負代金相当額
　が前会計年度までの出来高予定額に達しないときには、その額が
　当該出来高予定額に達するまで前払金の保証期限を延長するもの
　とする。この場合においては、第35条第３項の規定を準用する。
　（発注者の催告によらない解除権）
第47条　発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは
　、直ちにこの契約を解除することができる。
　（１）～（９）　［略］
　（10）　受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員の
　　いずれかの者。以下この号において同じ。）が次のいずれかに
　　該当するとき。
　　ア　役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が
　　　法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時建設
　　　工事の請負契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ
　　　。）が暴力団員であると認められるとき。

　　イ　暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認め
　　　られるとき。
　　ウ　［略］
　　エ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目
　　　的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力
　　　団員を利用するなどしたと認められるとき。
　　オ　［略］

　　カ　役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関
　　　係を有していると認められるとき。
　　キ・ク　［略］
　（11）～（14）　［略］

　定により準用される第34条第１項及び第４項の規定にかかわらず
　、受注者は、請負代金相当額が前会計年度までの出来高予定額に
　達するまで当該会計年度の前払金の支払を請求することができな
　い。
５　第１項の場合において、前会計年度末における請負代金相当額
　が前会計年度までの出来高予定額に達しないときには、その額が
　当該出来高予定額に達するまで前払金の保証期限を延長するもの
　とする。この場合においては、第35条第４項の規定を準用する。
　（発注者の催告によらない解除権）
第47条　発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは
　、直ちにこの契約を解除することができる。
　（１）～（９）　［略］
　（10）　受注者（受注者が共同企業体であるときは、その構成員の
　　いずれかの者。以下この号において同じ。）が次のいずれかに
　　該当するとき。
　　ア　役員等（受注者が個人である場合にはその者その他経営に
　　　実質的に関与している者を、受注者が法人である場合にはそ
　　　の役員、その支店又は常時建設工事の請負契約を締結する事
　　　務所の代表者その他経営に実質的に関与している者をいう。
　　　以下同じ。）が、暴力団又は暴力団員であると認められると
　　　き。

　　イ　［略］
　　ウ　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る
　　　目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴
　　　力団員を利用するなどしていると認められるとき。
　　エ　［略］
　　オ　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこ
　　　れを不当に利用するなどしていると認められるとき。
　　カ　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき
　　　関係を有していると認められるとき。
　　キ・ク　［略］
　（11）～（14）　［略］

　　　附　則　　
　この告示は、令和５年４月１日から施行する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 225号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第18条第２項の規定により、道
路の供用を次のとおり開始する。
　なお、関係図面は、令和５年３月23日から同年４月６日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和５年３月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

路線

番号

道路の

種　類
路線名 区 間 供用開始の期日

 378	
	

県道 清武南
インタ
ー線

宮崎市清武
町今泉字柳
ケ谷乙1922
番１地先か
ら同市同町
今泉同字乙

令和５年３月25日

1866番９ま
で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
宮崎県告示第 226号
　道路法（昭和27年法律第 180号）第48条の２第２項の規定により
、次のとおり自動車専用道路を指定する。
　なお、関係図面は、令和５年３月23日から同年４月６日まで宮崎
県県土整備部道路保全課において一般の縦覧に供する。
　　令和５年３月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣

道路の

種　類
路線名 区 間

敷地の
幅　員
�メートル�

延　長

�メートル�

指定する
期日

県道 清武南
インタ
ー線

宮崎市清武
町今泉字柳
ケ谷乙1866

13.5～
88.3

 190.0 令和５年
３月25日
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番９から同
市同町今泉
同字乙1834
番18まで

教育委員会規則

　県教育委員会の所管する職員の勤務時間等に関する規則等の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和５年３月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県教育委員会教育長　黒　木　淳一郎
宮崎県教育委員会規則第１号
　　　県教育委員会の所管する職員の勤務時間等に関する規則等の一部を改正する規則
　（県教育委員会の所管する職員の勤務時間等に関する規則の一部改正）
第１条　県教育委員会の所管する職員の勤務時間等に関する規則（平成元年宮崎県教育委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（県立学校に勤務する職員の勤務時間等）
第３条　県立学校に勤務する職員（地方公務員法（昭和25年法律第
　 261号）第28条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める職
　員（以下「再任用短時間勤務職員」という。）及び一般職の任期
　付職員の採用等に関する条例（平成15年宮崎県条例第１号）第４
　条の規定により採用された職員（以下「任期付短時間勤務職員」
　という。）を除く。以下この条において同じ。）の勤務時間は、
　休憩時間を除き、１週間当たり38時間45分とする。
２　再任用短時間勤務職員の勤務時間は、休憩時間を除き、４週間
　を超えない期間につき１週間当たり15時間30分から31時間までの
　範囲内で、教育長が別に定める。
３　［略］
４　前３項に規定する職員の週休日及び勤務時間の割振りは、次に
　掲げる基準に従い、校長が定めるものとする。この場合において
　、校長は、勤務日（条例第２条第８項に規定する勤務日をいう。
　）が引き続き12日を超えず、１回の勤務に割り振られる勤務時間
　が16時間を超えず、かつ、１週間当たりの勤務時間が毎４週間に
　ついて38時間45分を超えないようにしなければならない。
　（１）　［略］
　（２）　職務の特殊性により前号の基準によることが困難と認めら
　　れる職員、再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員の
　　週休日及び勤務時間の割振りの基準については、別に定める。

　（県立学校に勤務する職員の勤務時間等）
第３条　県立学校に勤務する職員（地方公務員法（昭和25年法律第
　 261号）第22条の４第１項に規定する短時間勤務の職を占める職
　員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）及び一般職
　の任期付職員の採用等に関する条例（平成15年宮崎県条例第１号
　）第４条の規定により採用された職員（以下「任期付短時間勤務
　職員」という。）を除く。以下この条において同じ。）の勤務時
　間は、休憩時間を除き、１週間当たり38時間45分とする。
２　定年前再任用短時間勤務職員の勤務時間は、休憩時間を除き、
　４週間を超えない期間につき１週間当たり15時間30分から31時間
　までの範囲内で、教育長が別に定める。
３　［略］
４　前３項に規定する職員の週休日及び勤務時間の割振りは、次に
　掲げる基準に従い、校長が定めるものとする。この場合において
　、校長は、勤務日（条例第２条第８項に規定する勤務日をいう。
　）が引き続き12日を超えず、１回の勤務に割り振られる勤務時間
　が16時間を超えず、かつ、１週間当たりの勤務時間が毎４週間に
　ついて38時間45分を超えないようにしなければならない。
　（１）　［略］
　（２）　職務の特殊性により前号の基準によることが困難と認めら
　　れる職員、定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務
　　職員の週休日及び勤務時間の割振りの基準については、別に定
　　める。

　（市町村立学校に勤務する県費負担教職員の勤務時間等に関する規則の一部改正）
第２条　市町村立学校に勤務する県費負担教職員の勤務時間等に関する規則（平成元年宮崎県教育委員会規則第７号）の一部を次のように
　改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（１週間の勤務時間）
第２条　職員（地方公務員法（昭和25年法律第 261号）第28条の５
　第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「再任用短
　時間勤務職員」という。）及び一般職の任期付職員の採用等に関
　する条例（平成15年宮崎県条例第１号）第４条の規定により採用
　された職員（以下「任期付短時間勤務職員」という。）を除く。
　以下同じ。）の勤務時間は、休憩時間を除き、１週間について38
　時間45分とする。
２　再任用短時間勤務職員の勤務時間は、休憩時間を除き、４週間

　（１週間の勤務時間）
第２条　職員（地方公務員法（昭和25年法律第 261号）第22条の４
　第１項に規定する短時間勤務の職を占める職員（以下「定年前再
　任用短時間勤務職員」という。）及び一般職の任期付職員の採用
　等に関する条例（平成15年宮崎県条例第１号）第４条の規定によ
　り採用された職員（以下「任期付短時間勤務職員」という。）を
　除く。以下同じ。）の勤務時間は、休憩時間を除き、１週間につ
　いて38時間45分とする。
２　定年前再任用短時間勤務職員の勤務時間は、休憩時間を除き、
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　を超えない期間につき１週間当たり15時間30分から31時間までの
　範囲内で、宮崎県教育委員会教育長（以下「県教育長」という。
　）が別に定める。
３　［略］
　（週休日及び勤務時間の割振り）
第３条　市町村教育委員会は、職員の週休日及び勤務時間の割振り
　を、次に掲げる基準に従い、校長に定めさせるものとする。この
　場合において、校長は、勤務日（条例第２条第７項に規定する勤
　務日をいう。）が引き続き12日を超えず、１回の勤務に割り振ら
　れる勤務時間が16時間を超えず、かつ、１週間当たりの勤務時間
　が毎４週間について38時間45分を超えないようにしなければなら
　ない。
　（１）　［略］
　（２）　再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員の週休日
　　及び勤務時間の割振りの基準については、別に定める。

　４週間を超えない期間につき１週間当たり15時間30分から31時間
　までの範囲内で、宮崎県教育委員会教育長（以下「県教育長」と
　いう。）が別に定める。
３　［略］
　（週休日及び勤務時間の割振り）
第３条　市町村教育委員会は、職員の週休日及び勤務時間の割振り
　を、次に掲げる基準に従い、校長に定めさせるものとする。この
　場合において、校長は、勤務日（条例第２条第７項に規定する勤
　務日をいう。）が引き続き12日を超えず、１回の勤務に割り振ら
　れる勤務時間が16時間を超えず、かつ、１週間当たりの勤務時間
　が毎４週間について38時間45分を超えないようにしなければなら
　ない。
　（１）　［略］
　（２）　定年前再任用短時間勤務職員及び任期付短時間勤務職員の
　　週休日及び勤務時間の割振りの基準については、別に定める。

　（県費負担教職員の免職及び県教育委員会の任命に係る職への採用の手続等に関する規則の一部改正）
第３条　県費負担教職員の免職及び県教育委員会の任命に係る職への採用の手続等に関する規則（平成20年宮崎県教育委員会規則第２号）
　の一部を次のように改正する。
　　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（定義）
第２条　この規則において「県費負担教職員」とは、市町村立学校
　職員給与負担法（昭和23年法律第 135号）第１条に規定する職員
　のうち、宮崎県教育委員会（以下「県教育委員会」という。）の
　任命に係る教諭、養護教諭、栄養教諭（地方公務員法（昭和25年
　法律第 261号）第28条の４第１項又は第28条の５第１項の規定に
　より採用されたものを除く。）をいう。

　（定義）
第２条　この規則において「県費負担教職員」とは、市町村立学校
　職員給与負担法（昭和23年法律第 135号）第１条に規定する職員
　のうち、宮崎県教育委員会（以下「県教育委員会」という。）の
　任命に係る教諭、養護教諭及び栄養教諭をいう。

　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、令和５年４月１日から施行する。
　（経過措置）　
２　職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和４年宮崎県条例第42号）附則第５条第１項又は第２項の規定により採用され
　た者は、第１条の規定による改正後の県教育委員会の所管する職員の勤務時間等に関する規則第３条第２項に規定する定年前再任用短時
　間勤務職員とみなして、改正後の県教育委員会の所管する職員の勤務時間等に関する規則の規定を適用する。
３　市町村立学校職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和４年宮崎県条例第45号）附則第５条第１項又は第２項の規定に
　より採用された者は、第２条の規定による改正後の市町村立学校に勤務する県費負担教職員の勤務時間等に関する規則第２条第２項に規
　定する定年前再任用短時間勤務職員とみなして、改正後の市町村立学校に勤務する県費負担教職員の勤務時間等に関する規則の規定を適
　用する。
４　市町村立学校職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和４年宮崎県条例第45号）附則第４条第１項若しくは第２項又は
　第５条第１項若しくは第２項の規定により採用された者に対する第３条の規定による改正後の県費負担教職員の免職及び県教育委員会の
　任命に係る職への採用の手続等に関する規則第２条の規定の適用については、同条中「栄養教諭」とあるのは、「栄養教諭（市町村立学
　校職員の定年等に関する条例等の一部を改正する条例（令和４年宮崎県条例第45号）附則第４条第１項若しくは第２項又は第５条第１項
　若しくは第２項の規定により採用された者を除く。）」とする。

収用委員会告示

　宮崎県収用委員会が保有する個人情報の保護等に関する規程の一部を改正する規程をここに公表する。
　　令和５年３月23日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県収用委員会会長　増　田　良　文　
宮崎県収用委員会告示第１号
　　　宮崎県収用委員会が保有する個人情報の保護等に関する規程の一部を改正する規程
　宮崎県収用委員会が保有する個人情報の保護等に関する規程（平成15年宮崎県収用委員会告示第１号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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改正前 改正後
　宮崎県個人情報保護条例（平成14年宮崎県条例第41号）の規定に
基づく宮崎県収用委員会が保有する個人情報の保護等については、
知事が保有する個人情報の保護等に関する規則（平成15年宮崎県規
則第２号）の規定の例による。

　宮崎県個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年宮崎県条
例第38号）の規定に基づく宮崎県収用委員会が保有する個人情報の
保護等については、知事が保有する個人情報の保護等に関する規則
（平成15年宮崎県規則第２号）の規定の例による。

　　　附　則
　この告示は、令和５年４月１日から施行する。
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